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鎌倉市名越中継施設整備業務委託公募型プロポーザルの選考結果について 

 

１ 参加事業者 

  次の事業者から参加申込及び技術提案書類等の提出がありました。 

参加事業者名 

新明和工業株式会社 流体事業部 営業本部 

（構成企業：株式会社前田産業 東京支店） 

 

 

２ 選考結果 

  選考の結果、次の総合評価点の順で優先交渉権者を選定しました。 

順位 事業者名 総合評価点 提案金額(税込：円) 

1 新明和工業株式会社 流体事業部 営業本部 89.89点 5,478,000,000 

 

 

３ 鎌倉市名越中継施設整備業務企画提案審査会における講評 

  ・本プロポーザルに当たっては、参加事業者が１者であったが、審査会において厳正なる審査の結

果、新明和工業株式会社 流体事業部 営業本部（構成企業 株式会社前田産業 東京支店）を優

先交渉権者として選定した。 

  ・まずは、技術提案書類等を作成された参加事業者の尽力に心より感謝申し上げたい。 

  ・提出された技術提案書類等の提案内容は、本事業の特性を踏まえ、参加事業者の創意工夫やノウ

ハウが盛り込まれたものであり、要求水準書で求める水準を上回っていた。 

  ・特に、次の事項に関する提案について高く評価できる。 

①本事業を遅滞なく遂行するに当たり、土砂災害特別警戒区域解除に向けた対策工事や土壌汚染

関連調査、埋蔵文化財包蔵地関連調査等のリスク分析及びリスク低減策が提案されていること。 

②整備計画地周辺には住宅地があり、本事業においては臭気対策が最も重要な課題であるが、実

績に基づき、コンパクタ・コンテナ方式（二枚蓋板方式）の採用、局所的な集じん設備や脱臭

設備の導入、住宅地に配慮した排気口の設置等が提案されていること。 

③周辺道路環境への負荷軽減策として、効率的な車両動線、車両待機スペースの確保、施設配置、

ＡＩによる車両管制システムの導入、また歩行者の安全確保のためのパトランプ設置等が提案

されていること。 

④安定的なごみ処理対策の構築のため、非常時の一時貯留量の確保、非常用発電設備による施設

稼働の継続等が提案されていること。 

  ・今後、鎌倉市と新明和工業株式会社 流体事業部 営業本部（構成企業：株式会社前田産業 東京支

店）が良好な関係を構築して、適切な施設整備が行われることを期待するとともに、本事業がよ

りよいものとなるよう、次の点に留意することを望む。 

   ①本事業は長期間にわたるため、地域住民との信頼関係が重要であることから、誠意をもって事

業の推進に努めること。 
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   ②本事業においては、整備計画地の特性を踏まえ、安全・安心かつ周辺環境の負荷軽減に十分配

慮すること。特に、本施設の稼働後は、搬入搬出車両が増加することが想定されるため、周辺

道路環境及び歩行者の安全確保策をハード・ソフト両面で十分に講じること。 

   ③整備計画地は避難空地として指定されており、本施設稼働後も災害時の一次避難に対応できる

よう準備すること。併せて、災害時の連携体制については、鎌倉市と周辺自治町内会において

十分に協議を重ねること。 

   ④鎌倉市の安定的かつ適切な廃棄物処理の継続、本施設の有効かつ効率的な活用及び将来にわた

る負担軽減の視点から、本施設の運営・維持管理に当たっては、日頃の保守点検の実施、マニ

ュアルの作成、保守計画、非常時の対応方針の整理等により合理的対策が講じられるよう検討

すること。 

   ⑤本事業の遂行に当たっては、社会情勢の変化を踏まえ、適切な工期及び事業費を設定するよう

努めること。事業費の変更に当たっては、鎌倉市において十分に精査すること。 

   ⑥既存施設解体及び施設建設工事に当たっては、安心で安全な作業に努めるとともに、整備工事

等が遅滞なく実施されるよう努めること。また、事業期間を通して、支障が生じた場合には、

鎌倉市と協議し、速やかに適切な対応をもって改善実施に努めること。 

   ⑦全国的に二次電池による事故が多発しており、鎌倉市においても早期に検討を行うこと。また、

新たなごみの資源化・減量化やごみ処理広域化に伴い、ごみの排出方法等に変更が生じる場合

には、市民による分別が徹底されるよう、十分周知に努めること。 

 

 

４ 鎌倉市名越中継施設整備業務企画提案審査会委員構成 

  選考に当たった委員は、次の７名です。 

 

 

会　長 岡山　朋子 学識経験を有する者

副会長 荒井　喜久雄 事務事業に関し識見を有する者

委　員 大西　章博 学識経験を有する者

委　員 芝田　麻里 事務事業に関し識見を有する者

委　員 津田　敬一 事務事業に関係を有する団体が推薦する者

委　員 矢野　直子 事務事業に関し識見を有する者

委　員 吉田　聡 学識経験を有する者

東京地方税理士会鎌倉支部 税務相談部長
(矢野直子税理士事務所)

横浜国立大学大学院都市イノベーション研究院
都市イノベーション部門 教授

弁護士法人 芝田総合法律事務所

名越クリーンセンター地域コミュニティー推進協議会会長

大正大学地域創生学部地域創生学科 教授

前公益社団法人全国都市清掃会議 技術指導部長

東京農業大学応用生物科学部醸造科学科 教授


